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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成20年6月19日(2008.6.19)

【公表番号】特表2003-532781(P2003-532781A)
【公表日】平成15年11月5日(2003.11.5)
【出願番号】特願2001-582460(P2001-582460)
【国際特許分類】
   Ｃ０９Ｋ   3/16     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   5/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/42     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ 101/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０９Ｋ   3/16    １０８Ｄ
   Ｃ０８Ｊ   5/00    ＣＥＲ　
   Ｃ０８Ｊ   5/00    ＣＥＺ　
   Ｃ０８Ｋ   5/42    　　　　
   Ｃ０８Ｌ 101/00    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成20年4月30日(2008.4.30)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】特許請求の範囲
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
　　【請求項１】
　式（I）：
　　　　　　　　　R－SO3NR'R''R'''R''''　　　（I）
〔式中、Rは、炭素原子数1～30を有する、パーフルオロ化した環式または線状の分岐また
は非分岐炭素鎖を意味し、
　R'は、炭素原子数1～30を有する、環式または線状の分岐または非分岐炭素鎖であって
、非置換またはハロゲン、ヒドロキシ、シクロアルキルまたはアルキルで置換された炭素
鎖を意味し、
　R''、R'''およびR''''は、相互に独立して、各々、炭素原子数1～30を有する、環式ま
たは線状の分岐または非分岐炭素鎖であって、非置換またはハロゲン、ヒドロキシ、シク
ロアルキルまたはアルキルで置換された炭素鎖を意味する。
ただし、R'ないしR''''基の少なくとも１つは、エチル基を意味しない。〕
で示される四級アンモニウム塩を少なくとも１つ含んでなるプラスチック組成物。
　　【請求項２】
　請求項１に記載のプラスチック組成物を製造する方法であって、
　プラスチックの重合前、その重合の間またはその重合の後に、少なくとも１つの、パー
フルオロアルキルスルホン酸の四級アンモニウム塩を添加することを特徴とする方法。
　　【請求項３】
　帯電防止効果を有する成形品を製造するための方法であって、出発物質として、請求項
１に記載の少なくとも１つのプラスチック組成物を用いる方法。
　　【請求項４】
　式（I）：
　　　　　　　　　R－SO3NR'R''R'''R''''　　　（I）
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〔式中、Rは、炭素原子数1～30を有する、パーフルオロ化した環式または線状の分岐また
は非分岐炭素鎖を意味し、
　R'は、炭素原子数1～30を有する、環式または線状の分岐または非分岐炭素鎖であって
、非置換またはハロゲン、ヒドロキシ、シクロアルキルまたはアルキルで置換された炭素
鎖を意味し、
　R''、R'''およびR''''は、相互に独立して、各々、炭素原子数1～30を有する、環式ま
たは線状の分岐または非分岐炭素鎖であって、非置換またはハロゲン、ヒドロキシ、シク
ロアルキルまたはアルキルで置換された炭素鎖を意味する。
ただし、R'ないしR''''基の少なくとも１つは、エチル基を意味しない。〕
で示される四級アンモニウム塩の少なくとも１つを含んでなるプラスチック成形品。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　好適な例は、Rが、炭素原子数1～30、好ましくは炭素原子数4～8を有するパーフルオロ
化した直鎖または分岐鎖の炭素鎖であり、
　R'が、炭素原子数1～30、好ましくは炭素原子数3～10を有する、ハロゲン化または非ハ
ロゲン化で直鎖または分岐鎖の炭素鎖、特に好ましくはプロピル、1-ブチル、1-ペンチル
、ヘキシル、イソプロピル、イソブチル、t-ブチル、ネオペンチル、2-ペンチル、イソペ
ンチル、イソヘキシルであり、
　R''、R'''およびR''''が、相互に独立して、炭素原子数1～30、好ましくは炭素原子数1
～10を有する、ハロゲン化または非ハロゲン化で直鎖または分岐鎖の炭素鎖、特に好まし
くはメチル、エチル、プロピル、1-ブチル、1-ペンチル、ヘキシル、イソプロピル、イソ
ブチル、t-ブチル、ネオペンチル、2-ペンチル、イソペンチル、イソヘキシルである（た
だし、R'～R''''基の少なくとも１つのは、エチル基を意味しない。）、前記式（I）のア
ンモニウム塩である。
　所望により、従来から使用されているさらなるポリマー添加剤も、本発明のプラスチッ
ク成形用組成物中に含めることができる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　本発明の意味で、好適な四級アンモニウム塩は、次のとおりである。
-　パーフルオロオクタンスルホン酸テトラプロピルアンモニウム塩
-　パーフルオロブタンスルホン酸テトラプロピルアンモニウム塩
-　パーフルオロオクタンスルホン酸テトラブチルアンモニウム塩
-　パーフルオロブタンスルホン酸テトラブチルアンモニウム塩
-　パーフルオロオクタンスルホン酸テトラペンチルアンモニウム塩
-　パーフルオロブタンスルホン酸テトラペンチルアンモニウム塩
-　パーフルオロオクタンスルホン酸テトラヘキシルアンモニウム塩
-　パーフルオロブタンスルホン酸テトラヘキシルアンモニウム塩
-　パーフルオロブタンスルホン酸トリメチルネオペンチルアンモニウム塩
-　パーフルオロオクタンスルホン酸トリメチルネオペンチルアンモニウム塩
-　パーフルオロブタンスルホン酸ジメチルジネオペンチルアンモニウム塩
-　パーフルオロオクタンスルホン酸ジメチルジネオペンチルアンモニウム塩
-　N-メチルトリプロピルアンモニウムパーフルオロブチルスルホネート
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-　N-エチルトリプロピルアンモニウムパーフルオロブチルスルホネート
-　テトラプロピルアンモニウムパーフルオロブチルスルホネート
-　ジメチルジイソプロピルアンモニウムパーフルオロブチルスルホネート
-　N-メチルトリブチルアンモニウムパーフルオロブチルスルホネート
-　シクロヘキシルジエチルメチルアンモニウムパーフルオロブチルスルホネート
-　シクロヘキシルトリメチルアンモニウムパーフルオロブチルスルホネート
-　N-メチルトリプロピルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート
-　N-エチルトリプロピルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート
-　テトラプロピルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート
-　ジメチルジイソプロピルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート
-　N-メチルトリブチルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート
-　シクロヘキシルジエチルメチルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート
-　シクロヘキシルトリメチルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート
　特に、上記化合物の個々の各塩が、好適に使用される。
　スルホン酸塩の混合物、特に上記スルホン酸塩の混合物も、好ましい。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　特に好適なものは、パーフルオロオクタンスルホン酸テトラプロピルアンモニウム塩、
パーフルオロオクタンスルホン酸テトラブチルアンモニウム塩、パーフルオロオクタンス
ルホン酸テトラペンチルアンモニウム塩、パーフルオロオクタンスルホン酸テトラヘキシ
ルアンモニウム塩、N-メチルトリプロピルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネー
ト、ジメチルジイソプロピルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート、N-メチル
トリブチルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート、シクロヘキシルジエチルメ
チルアンモニウムパーフルオロオクチルスルホネートおよびシクロヘキシルトリメチルア
ンモニウムパーフルオロオクチルスルホネート並びに対応するパーフルオロブタンスルホ
ン酸塩である。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　パーフルオロアルキルスルホン酸アンモニウム塩は、既知であり、既知の方法で製造す
ることができる。スルホン酸の塩は、等モル量の遊離スルホン酸と、ヒドロキシ形態の対
応するカチオンとを室温で合し、溶液の濃縮することによって製造することができる。他
の製造法は、文献、例えばDE 1 966 931およびNL 7 802 830に記載されている。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
　本発明のプラスチック組成物は、また、所望の添加剤組成物を予めプレミックスした、
いわゆるマスターバッチによって得ることもできる。次いで、所望のプラスチック組成に
応じて、このマスターバッチの対応する量のみを、例えば、ポリカーボネートに対し、コ
ンパウンド化の間または射出成形前に添加する。
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　本発明の好適な実施態様には、以下のものが含まれる。
〔１〕　式（I）：
　　　　　　　　　R－SO3NR'R''R'''R''''　　　（I）
〔式中、Rは、炭素原子数1～30、好ましくは炭素原子数4～8を有する、パーフルオロ化し
た環式または線状の分岐または非分岐炭素鎖（ただし、環式基の場合、炭素原子数5～7を
有する炭素鎖が好ましい。）を意味し、
　R'は、炭素原子数1～30、好ましくは炭素原子数3～10を有する、環式または線状の分岐
または非分岐炭素鎖（ただし、環式基の場合、炭素原子数5～7を有する炭素鎖が好ましい
。）であって、非置換またはハロゲン、ヒドロキシ、シクロアルキルまたはアルキル、特
にC1～C3アルキルまたはC5～C7シクロアルキルで置換された炭素鎖、特に好ましくは、プ
ロピル、1-ブチル、1-ペンチル、ヘキシル、イソプロピル、イソブチル、t-ブチル、ネオ
ペンチル、2-ペンチル、イソペンチル、イソヘキシル、シクロヘキシル、シクロヘキシル
メチルまたはシクロペンチルを意味し、
　R''、R'''およびR''''は、相互に独立して、各々、炭素原子数1～30、好ましくは炭素
原子数1～10を有する、環式または線状の分岐または非分岐炭素鎖であって、非置換また
はハロゲン、ヒドロキシ、シクロアルキルまたはアルキル、特にC1～C3アルキルまたはC5
～C7シクロアルキルで置換された炭素鎖、特に好ましくは、メチル、エチル、プロピル、
1-ブチル、1-ペンチル、ヘキシル、イソプロピル、イソブチル、t-ブチル、ネオペンチル
、2-ペンチル、イソペンチル、イソヘキシル、シクロヘキシル、シクロヘキシルメチルま
たはシクロペンチルを意味する。
ただし、R'ないしR''''基の少なくとも１つは、エチル基を意味しない。〕
で示される四級アンモニウム塩の帯電防止剤としての使用。
〔２〕　上記〔１〕に記載の式（I）で示される四級アンモニウム塩の、プラスチックに
帯電防止性を付与するための使用。
〔３〕　上記〔１〕に記載の式（I）で示される四級アンモニウム塩を少なくとも１つ含
んでなるプラスチック組成物。
〔４〕　上記〔３〕に記載のプラスチック組成物を製造する方法であって、
　プラスチックの重合前、その重合の間またはその重合の後に、少なくとも１つの、パー
フルオロアルキルスルホン酸の四級アンモニウム塩を添加することを特徴とする方法。
〔５〕　上記〔１〕に記載の式（I）で示される四級アンモニウム塩を含んでなるプラス
チック組成物の、成形品製造のための使用。
〔６〕　帯電防止効果を有する成形品を製造するための方法であって、出発物質として、
上記〔３〕に記載の少なくとも１つのプラスチック組成物を用いる方法。
〔７〕　上記〔１〕に記載の式（I）で示される四級アンモニウム塩の少なくとも１つを
含んでなるプラスチック成形品。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４０】
　実施例2
　実施例1の化合物9.6 gを、水96 ml中に溶解し、ヒドロキシ形態のLewatit M 500（260 
g）を充填したカラム内に通す。得られた溶液を、パーフルオロオクタンスルホン酸（Flu
ka）で中和し、濃縮乾固する。パーフルオロブタン酸のトリメチルネオペンチルアンモニ
ウム塩を得る。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４８
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００４８】
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